




５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,828 32,556

売掛金 ※3  4,523 ※3  5,390

商品 52,437 －

商品及び製品 － 49,899

前払費用 ※3  1,463 ※3  1,223

立替金 － ※3  3,860

繰延税金資産 1,564 1,378

その他 ※3  5,612 ※3  4,187

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 87,413 98,478

固定資産   

有形固定資産   

建物 － 44,930

減価償却累計額 － △15,068

減損損失累計額 － △283

建物（純額） ※2  26,942 ※2  29,579

構築物 － 5,375

減価償却累計額 － △2,328

減損損失累計額 － △50

構築物（純額） 3,119 2,997

車両運搬具 － 41

減価償却累計額 － △28

車両運搬具（純額） 17 13

工具、器具及び備品 － 15,448

減価償却累計額 － △10,008

工具、器具及び備品（純額） 5,632 5,440

土地 ※2  26,765 ※2  32,512

建設仮勘定 298 611

有形固定資産合計 ※1  62,773 71,152

無形固定資産   

借地権 866 866

ソフトウエア 990 863

その他 108 53

無形固定資産合計 1,964 1,782

投資その他の資産   

投資有価証券 9,219 9,053

関係会社株式 36,356 40,327

長期貸付金 841 1,134
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

関係会社長期貸付金 8,561 16,001

長期前払費用 ※3  2,381 ※3  2,039

繰延税金資産 875 2,751

敷金及び保証金 ※3  20,001 ※3  19,927

保険積立金 1,837 1,851

出店仮勘定 518 42

その他 369 357

貸倒引当金 △268 △696

投資その他の資産合計 80,690 92,786

固定資産合計 145,427 165,720

資産合計 232,840 264,198

負債の部   

流動負債   

買掛金 27,928 28,357

短期借入金 ※2  1,400 ※2  11,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  8,024 9,349

1年内償還予定の社債 6,508 9,695

1年内償還予定の転換社債 － 20,171

未払金 2,828 3,113

未払費用 3,364 3,670

未払法人税等 2,153 2,774

預り金 886 9,544

前受収益 149 160

ポイント引当金 87 113

その他 133 978

流動負債合計 53,460 98,924

固定負債   

社債 49,583 53,253

転換社債 32,026 9,335

長期借入金 14,028 12,336

役員退職慰労引当金 182 159

その他 1,090 2,572

固定負債合計 96,909 77,655

負債合計 150,369 176,579
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,977 14,977

資本剰余金   

資本準備金 16,289 16,289

資本剰余金合計 16,289 16,289

利益剰余金   

利益準備金 23 23

その他利益剰余金   

別途積立金 42,400 48,900

繰越利益剰余金 14,476 13,829

利益剰余金合計 56,899 62,752

自己株式 △5,143 △4,976

株主資本合計 83,022 89,042

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △551 △1,423

評価・換算差額等合計 △551 △1,423

純資産合計 82,471 87,619

負債純資産合計 232,840 264,198

㈱ドン・キホーテ（7532）平成21年６月期　決算短信

－ 59 －



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高   

商品売上高 － 302,419

テナント賃貸収入 － 5,578

売上高合計 290,779 307,997

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 － 52,437

当期商品仕入高 － 228,564

合計 － 281,001

商品期末たな卸高 － 49,899

商品売上原価 － 231,102

テナント賃貸原価 － 102

売上原価合計 ※2  217,151 ※2  231,204

売上総利益 73,628 76,793

販売費及び一般管理費 ※3  58,859 ※3  62,228

営業利益 14,769 14,565

営業外収益   

受取利息及び配当金 578 789

匿名組合投資収益 172 147

投資有価証券売却益 31 4

経営指導料 316 －

保険満期返戻金 276 －

受取手数料 － 267

その他 505 628

営業外収益合計 1,878 1,835

営業外費用   

支払利息及び社債利息 833 1,245

デリバティブ評価損 － 1,131

その他 394 276

営業外費用合計 1,227 2,652

経常利益 15,420 13,748

特別利益   

貸倒引当金戻入額 75 －

匿名組合清算益 961 －

固定資産売却益 － ※4  167

買取債権回収益 － 407

その他 222 28

特別利益合計 1,258 602
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※5  51 ※5  13

店舗撤退損失 ※6  595 ※6  452

投資有価証券評価損 － 1,318

減損損失 ※7  138 －

貸倒引当金繰入額 － 415

和解金 360 －

貸倒損失 － 129

その他 170 123

特別損失合計 1,314 2,450

税引前当期純利益 15,364 11,900

法人税、住民税及び事業税 6,186 5,616

法人税等調整額 477 △1,094

法人税等合計 6,663 4,522

当期純利益 8,701 7,378
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,819 14,977

当期変動額   

新株の発行 158 －

当期変動額合計 158 －

当期末残高 14,977 14,977

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 16,130 16,289

当期変動額   

新株の発行 159 －

当期変動額合計 159 －

当期末残高 16,289 16,289

資本剰余金合計   

前期末残高 16,130 16,289

当期変動額   

新株の発行 159 －

当期変動額合計 159 －

当期末残高 16,289 16,289

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 23 23

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 23 23

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 35,900 42,400

当期変動額   

別途積立金の積立 6,500 6,500

当期変動額合計 6,500 6,500

当期末残高 42,400 48,900

繰越利益剰余金   

前期末残高 13,713 14,476

当期変動額   

剰余金の配当 △1,437 △1,521

当期純利益 8,701 7,378

別途積立金の積立 △6,500 △6,500

自己株式の処分 － △4

当期変動額合計 763 △647

当期末残高 14,476 13,829

利益剰余金合計   

前期末残高 49,636 56,899

当期変動額   

剰余金の配当 △1,437 △1,521

当期純利益 8,701 7,378
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

別途積立金の積立 － －

自己株式の処分 － △4

当期変動額合計 7,263 5,853

当期末残高 56,899 62,752

自己株式   

前期末残高 △143 △5,143

当期変動額   

自己株式の取得 △5,000 △0

自己株式の処分 － 167

当期変動額合計 △5,000 167

当期末残高 △5,143 △4,976

株主資本合計   

前期末残高 80,442 83,022

当期変動額   

新株の発行 317 －

剰余金の配当 △1,437 △1,521

当期純利益 8,701 7,378

自己株式の取得 △5,000 △0

自己株式の処分 － 163

当期変動額合計 2,580 6,020

当期末残高 83,022 89,042

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 206 △551

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △757 △872

当期変動額合計 △757 △872

当期末残高 △551 △1,423

評価・換算差額等合計   

前期末残高 206 △551

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △757 △872

当期変動額合計 △757 △872

当期末残高 △551 △1,423

純資産合計   

前期末残高 80,648 82,471

当期変動額   

新株の発行 317 －

剰余金の配当 △1,437 △1,521

当期純利益 8,701 7,378

自己株式の取得 △5,000 △0

自己株式の処分 － 163

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △757 △872

当期変動額合計 1,823 5,148

当期末残高 82,471 87,619
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継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

㈱ドン・キホーテ（7532）平成21年６月期　決算短信

－ 64 －



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法 同左

その他有価証券

時価のある有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のある有価証券

同左

時価のない有価証券

移動平均法による原価法

時価のない有価証券

同左

匿名組合出資金

　匿名組合損益のうち、当社に帰属す

る持分相当損益を「営業外損益」に計

上するとともに、「投資有価証券」を

加減する方法を採用しております。

匿名組合出資金

　匿名組合への出資持分については、

組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法によって算

定）

商品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建設附属設備を除く）に

ついては、定額法、リース資産につい

てはリース期間定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法の規定によっておりま

す（リース資産を除く）。

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建設附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法の規定によっておりま

す。

無形固定資産

　定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

－ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

長期前払費用

　定額法

長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

５．引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社内規に基づく期末要支給見積額を計

上しております。

役員退職慰労引当金

同左

ポイント引当金

　顧客に付与されたポイントの使用によ

る費用発生に備えるため、使用実績率に

基づき利用されると見込まれるポイント

に対しポイント引当金を計上しておりま

す。

ポイント引当金

同左

６．繰延資産の処理方法 株式交付費

支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費

同左

社債発行費

支出時に全額費用として処理しており

ます。

社債発行費

同左

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

－

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

１.棚卸資産の評価に関する会計基準

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が平成20年３月31日以前に開始

する事業年度に係る財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当事業年度から同会計基準を適用しておりま

す。

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ1,252百万円減少しております。

－
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

－ （貸借対照表）

１．財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において、「商品」として掲記されていたものは、

当事業年度から「商品及び製品」として掲記しており

ます。

２．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「立替金」は、当事業年度において、

資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記しまし

た。

なお、前事業年度末の「立替金」は1,491百万円で

あります。

３. ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比

較可能性を向上するため当事業年度より以下のとおり

変更しております。

（1）前事業年度において、「建物」として掲記されてい

たものは、当事業年度より「建物」「減価償却累計

額」「減損損失累計額」「建物（純額）」に区分掲記

しました。なお、前事業年度に含まれる「建物」「減

価償却累計額」「減損損失累計額」はそれぞれ39,970

百万円、△12,629百万円、△399百万円であります。

（2）前事業年度において、「構築物」として掲記されて

いたものは、当事業年度より「構築物」「減価償却累

計額」「減損損失累計額」「構築物（純額）」に区分

掲記しました。なお、前事業年度に含まれる「構築

物」「減価償却累計額」「減損損失累計額」はそれぞ

れ5,155百万円、△1,959百万円、△77百万円でありま

す。

（3）前事業年度において、「車輌運搬具」として掲記さ

れていたものは、当事業年度より「車両運搬具」「減

価償却累計額」「車両運搬具（純額）」に区分掲記し

ました。なお、前事業年度に含まれる「車両運搬具」

「減価償却累計額」はそれぞれ42百万円、△25百万円

であります。

（4）前事業年度において、「器具備品」として掲記され

ていたものは、当事業年度より「工具、器具及び備

品」「減価償却累計額」「工具、器具及び備品（純

額）」に区分掲記しました。なお、前事業年度に含ま

れる「工具、器具備及び備品」「減価償却累計額」は

それぞれ13,949百万円、△8,317百万円であります。
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前事業年度
（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

－　 （損益計算書）

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「経営指導

料」（当事業年度27百万円）及び「保険満期返戻金」

（当事業年度104百万円）は、ともに営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示することにしました。

２．営業外収益の「受取手数料」は前事業年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増した

ため区分掲記しました。

３．前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「デリバティブ評価損」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。

なお、前事業年度における「デリバティブ評価損」

は26百万円であります。

４．前事業年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「投資有価証券評価損」及び「貸倒損

失」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しました。

なお、前事業年度における「投資有価証券評価損」

及び「貸倒損失」はそれぞれ100百万円、62百万円で

あります。

５．前事業年度まで区分掲記しておりました「和解金」

（当事業年度２百万円）は、特別損失の総額の100分

の10以下となったため、特別損失の「その他」に含め

て表示することにしました。

 ６. ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比

較可能性を向上するため当事業年度より以下のとおり

変更しております。

（1）前事業年度において、「売上高」として掲記されて

いたものは、当事業年度より「商品売上高」「テナン

ト賃貸収入」「売上高合計」に区分掲記しました。な

お、前事業年度に含まれる「商品売上高」「テナント

賃貸収入」はそれぞれ284,967百万円、5,812百万円で

あります。

（2）前事業年度において、「売上原価」として掲記され

ていたものは、当事業年度より「商品期首たな卸高」

「当期商品仕入高」「商品期末たな卸高」「商品売上

原価」「テナント賃貸原価」「売上原価合計」に区分

掲記しました。なお、前事業年度に含まれる「商品期

首たな卸高」「当期商品仕入高」「商品期末たな卸

高」「商品売上原価」「テナント賃貸原価」はそれぞ

れ45,086百万円、224,400百万円、52,437百万円、

217,049百万円、102百万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年６月30日）

当事業年度
（平成21年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額　　22,930百万円 ※１．                 －

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(1)担保に供している資産

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(1)担保に供している資産

土地 1,488百万円

建物 212

計 1,700

土地 1,488百万円

建物 200

計 1,688

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務

短期借入金 350百万円

一年内返済予定長期借入金 244

計 594

短期借入金 1,550百万円

  

  

※３．関係会社に対する債権・債務 ※３．関係会社に対する債権・債務

売掛金 1,934百万円 売掛金      3,176百万円

上記に注記したもののほか、関係会社に対する債権

として、前払費用、その他の流動資産、敷金保証金及

び、長期前払費用に含まれるものは、合計6,114百万

円であります。

上記に注記したもののほか、関係会社に対する債権

として、前払費用、立替金、その他の流動資産、長期

前払費用、敷金及び保証金に含まれるものは、合計

8,448百万円であります。

関係会社に対する債務として、未払金、預り金、そ

の他流動負債及びその他固定負債に含まれるものは、

合計10,815百万円であります。

※４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行12行とコミットメントライン契約を締結し

ております。これら契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

※４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行12行とコミットメントライン契約を締結し

ております。これら契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 10,000百万円

借入実行残高 －

差引残高 10,000

コミットメントラインの総額 10,000百万円

借入実行残高 10,000

差引残高 －
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

※１．　　　　　　　　　　－

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

1,252百万円

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社からの受取利息　　　　　　440百万円

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

  1,214百万円

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

給与手当 18,747百万円

地代家賃 10,455

支払手数料 10,031

減価償却費 5,136

貸倒引当金繰入額 17

役員退職慰労引当金繰入額 37

ポイント引当金繰入額 22

給与手当     19,819百万円

水道光熱費 3,137

地代家賃 11,252

支払手数料 9,652

減価償却費 5,543

貸倒引当金繰入額 14

役員退職慰労引当金繰入額 5

ポイント引当金繰入額 26

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は、概ね次のとおりであります。

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は、概ね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約72％

一般管理費に属する費用 約28％

※４．　　　　　　　　　　－

販売費に属する費用 約74％

一般管理費に属する費用 約26％

※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物  104百万円

土地 63

その他 0

計 167

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1百万円

構築物 12

器具備品 38

その他 0

計 51

建物  4百万円

構築物 2

器具備品 7

計 13

※６．店舗撤退損失の内訳は、次のとおりであります。 ※６．店舗撤退損失の内訳は、次のとおりであります。

建物 301百万円

器具備品 84

その他 210

計 595

建物   282百万円

構築物 55

器具備品 83

その他 32

計 452
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前事業年度
（自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日）

※７．減損損失の内訳は、次のとおりであります。

当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

近畿 店舗設備　 建物及び構築物 138百万円　

当社は、各店舗を基本単位としてグルーピングしており

ます。

営業活動から生ずる損益が、継続してマイナスとなる店

舗と地価の著しく下落している資産及び遊休状態であり今

後使用見込みのない設備について減損を認識し、各資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（138百万円)として計上いたしました。

その内訳は、建物97百万円、構築物41百万円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値ま

たは正味売却価額により測定しております。回収可能価額

を正味売却価額で測定している場合には、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額等に基づいて算出しており、回収可能価額

を使用価値で測定している場合には、将来キャッシュ・フ

ローを6％で割り引いて算出しております。

※７．　　　　　　　　　　－
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 77,079 2,859,650 － 2,936,729

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

会社法第165条第２項の規程による定款の定めに基づく増加 2,859,400株

単元未満株式の買取による増加 250株

当事業年度（自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,936,729 241 96,000 2,840,970

（変動事由の概要）

増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 241株

ストック・オプションの行使による減少 96,000株
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（リース取引関係）

項目
前事業年度

（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日）

１．ファイナンス・リース取

引（借主側）に係る注記

－　 所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．リース資産の内容

有形固定資産

　主として、サーバー機器類等であり

ます。

２．リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

２．特別目的会社を用いた

リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額 (1) リース物件の取得価額相当額

土地取得価額相当額 7,236百万円

建物取得価額相当額 4,913百万円

構築物取得価額相当額 70百万円

土地取得価額相当額 7,236百万円

建物取得価額相当額 4,913百万円

構築物取得価額相当額 70百万円

(2) 支払リース料 1,825百万円 (2) 支払リース料 1,742百万円

(3) 残価保証額

　当事業年度末現在における残価保証に

よる潜在的な最大支払額は1,724百万円

であります。

(3) 残価保証額

　当事業年度末現在における残価保証に

よる潜在的な最大支払額は1,584百万円

であります。

３．オペレーティング・リー

ス取引に係る注記

(1) 特別目的会社を用いたリース取引

未経過リース料

(1) 特別目的会社を用いたリース取引

未経過リース料

１年内 1,742百万円

１年超 5,989

計 7,731

(2) 賃貸借契約によるリース取引

未経過リース料

１年内 1,101百万円

１年超 5,118

計 6,219

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約の

うち解約不能条項が付されているものについ

て記載しております。

１年内 1,454百万円

１年超 4,536

計 5,990

(2) 賃貸借契約によるリース取引

未経過リース料

１年内 1,104百万円

１年超 4,013

計 5,117

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約の

うち解約不能条項が付されているものについ

て記載しております。
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成20年６月30日現在）及び当事業年度（平成21年６月30日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年６月30日）

当事業年度
（平成21年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

（単位：百万円）

（流動資産）

（繰延税金資産）

未払事業税否認 58

賞与引当金損金算入限度超過額 69

たな卸資産 1,171

その他 266

繰延税金資産（流動）合計 1,564

（投資その他の資産）

（繰延税金資産）

役員退職慰労引当金 74

減価償却限度超過額 122

投資有価証券評価損否認 108

減損損失 116

その他有価証券評価差額金 375

その他 124

繰延税金資産（固定）合計 919

（繰延税金負債）

その他 △44

繰延税金負債（固定）合計 △44

繰延税金資産（固定）の純額 875

（１）流動の部 (単位:百万円)

（繰延税金資産）  

未払事業税否認 214

たな卸資産 888

未払事業所税 79

その他 197

繰延税金資産合計 1,378

  

（繰延税金負債）  

その他 △3

繰延税金負債合計 △3

繰延税金資産の純額 1,375

  

（２）固定の部  

（繰延税金資産）  

役員退職慰労引当金 65

減価償却限度超過額 277

その他有価証券評価差額金 969

減損損失 263

投資有価証券評価損否認 636

貸倒引当金 334

その他 250

繰延税金資産合計 2,794

  

（繰延税金負債）  

受取利息 △43

繰延税金負債合計 △43

繰延税金資産の純額 2,751

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率（調整） 40.5％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.0

住民税均等割等 2.3

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
43.4％

法定実効税率（調整） 40.5％

住民税均等割等 3.2

過年度法人税等 △1.1

その他 △4.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
38.0％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 1,193円75銭 1,266円52銭

１株当たり当期純利益 122円32銭 106円68銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
114円10銭 106円68銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（百万円） 8,701 7,378

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 8,701 7,378

普通株式の期中平均株式数（株） 71,132,930 69,157,288

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 5,122,091 2,280

（うち転換社債） (4,951,322) (－)

（うち新株予約権） (170,769) (2,280)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権

平成18年４月10日開催の取締役会

決議

新株予約権の数　5,790個

 

2013年満期ユーロ円建転換制限条

項付転換社債型新株予約権付社債

平成18年７月５日開催の取締役会

決議

新株予約権の数　2,300個

新株予約権

（1）平成15年11月11日開催の取締

役会決議

新株予約権の数　1,296個

（2）平成17年２月８日開催の取締

役会決議

新株予約権の数　3,470個

（3）平成18年４月10日開催の取締

役会決議

新株予約権の数　5,614個

2011年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債

平成16年１月７日開催の取締役会

決議

新株予約権の数　1,797個

2013年満期ユーロ円建転換制限条

項付転換社債型新株予約権付社債

平成18年７月５日開催の取締役会

決議

新株予約権の数　2,300個
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日）

１．子会社株式の取得

当社は、平成20年８月25日開催の当社取締役会におい

て、ハローフーヅ㈱（本社：愛知県名古屋市緑区浦里３

丁目１番地　代表取締役社長　姫野 輝之）及び㈱ディー

パル（本社：三重県伊賀市上之庄1529番地　代表取締役

社長　石田 慎治）が、新設分割により共同で設立する予

定の新設分割設立会社（ビッグワン㈱）の全株式を取得

し、連結子会社とすることを決議いたしました。

　①株式取得の理由

当社グループは、ディスカウントストア事業を中核と

して総合スーパー事業なども展開する総合小売グループ

として、本日現在、日本国内33都道府県に217店舗及び米

国ハワイ州に４店舗を運営しております。

今般、愛知県及び岐阜県においてディスカウントスト

ア７店舗の運営を承継する新設分割設立会社（以下「対

象会社」という。）をグループ化することにより、中京

地区における店舗基盤が強化され、いっそうの収益力向

上が見込めることから、対象会社の株式を取得し、当社

の連結子会社とすることといたしました。

　②異動する子会社の概要（新設分割設立会社）※１

(1) 商　　　　　号  ビッグワン㈱

(2) 代　　表　　者  取締役　石田 茂之※２

(3) 本 店 所 在 地  愛知県名古屋市緑区浦里３丁目１

番地

(4) 設 立 年 月 日  平成20年10月６日（予定）

(5) 主な事業の内容  ディスカウントストア事業

(6) 決　　算　　期  ２月末日

(7) 従　業　員　数  50名（予定）

(8) 主 な 事 業 所  店舗/愛知県６店、岐阜県１店

(9) 資 本 金 の 額  50,000千円

(10) 発行済株式数   115,000株

(11) 大株主構成　　ハローフーヅ㈱　105,000株

及び所有割合 （91.3％）

㈱ディーパル 10,000株（ 8.7％）

(12) 最近事業年度における業績（分割会社における承継

対象事業の業績）※３

  平成20年２月期　

売上高 12,217百万円

営業利益 108百万円

経常利益 118百万円

※１対象会社は、今後設立される予定の会社であり、

その設立には、分割会社における臨時株主総会

での承認が前提となります。

※２株式譲渡日（平成20年10月15日（予定））に石

田茂之は取締役を辞任し、当社から取締役を派

遣する予定です。

１．子会社との合併

当社は、平成21年５月８日開催の取締役会において承

認された合併契約書に基づき、100％出資子会社である

ビッグワン㈱を、平成21年７月１日付にて吸収合併いた

しました。

　(1)合併の目的

ビッグワン㈱は、愛知県及び岐阜県においてディスカ

ウントストア６店舗を運営しておりますが、平成20年10

月に当社の100％子会社となりました。今般、経営資源の

集中による有効活用及びグループ経営の効率化を目的と

して、同社を吸収合併することといたしました。

　(2)合併方式

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ビッグワン㈱

は解散します。

(3)合併に係る割当ての内容

　ビッグワン㈱は当社の100％子会社であるため、本件合

併に際し、株式その他の金銭等の割当交付は行いませ

ん。 

(4)消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関す

 る取扱い

　該当事項はありません。 

(5)財産の引継

　ビッグワン㈱の平成21年６月30日現在の貸借対照表、

その他同日現在の計算を基礎とし、一切の資産、負債及

び権利義務を引継いでおります。

科目 金額 科目 金額

（資産の部） 　百万円 （負債の部） 　百万円

流動資産 2,643 流動負債 2,527

固定資産 2,567 固定負債 119

資産合計 5,210 負債合計 2,646

 

(6)合併期日　

　平成21年７月１日（合併の効力発生日）

　 (7)実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。 
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前事業年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日）

※３対象会社は未だ設立されていないため、分割会

社の分割対象事業部門別集計から算出しており

ますが、営業利益・経常利益は本部費等の費用

控除前の金額であります。また、当期純利益及

び資産項目は算出が困難なため、省略しており

ます。

　③株式の取得先

(ⅰ)

(1) 商　　　　　号  ハローフーヅ㈱

(2) 代　　表　　者  代表取締役社長　姫野 輝之

(3) 本 店 所 在 地  愛知県名古屋市緑区浦里３丁目

１番地

(4)  主な事業内容 　スーパーマーケット事業、ディ

スカウントストア事業

(5)  当社との関係 　該当事項はありません

(6) 株　　式　　数  105,000株

(ⅱ)

(1) 商　　　　　号  ㈱ディーパル

(2) 代　　表　　者  代表取締役社長　石田 慎治

(3) 本 店 所 在 地  三重県伊賀市上之庄1529番地

(4)  主な事業内容　 不動産賃貸業

(5)  当社との関係　 該当事項はありません

(6) 株　　式　　数  10,000株

　④取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

(1) 異動前の所有株式数 ０株 （所有割合 0.0％）

(2) 取得株式数 115,000株 （取得金額 2,300百万円）

(3) 異動後の所有株式数 115,000株 （所有割合100.0％）

　⑤日程

平成20年８月25日 取締役会決議

平成20年８月25日 株式譲渡契約締結

平成20年10月６日 会社分割効力発生日（予定）

平成20年10月15日 株式引渡し実行（予定）

２．子会社に対する貸付

当社は、㈱長崎屋に対して下記のとおり貸付を行うこ

とを決議いたしました。

(1) 資金の使途

設備投資

(2) 貸付金額

5,000百万円

(3) 貸付日

平成20年８月７日

(4) 返済期日

平成25年７月31日

(5) 利率

年利2.13％

(6) 取締役会決議日

平成20年８月４日

２．2013年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株
予約権付社債の繰上償還 
当社2013年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新

株予約権付社債（以下「本社債」といいます）は、下記の
とおり繰上償還を実施しております。

① 銘柄 株式会社ドン・キホーテ

2013年満期ユーロ円建転

換制限条項付転換社債型

新株予約権付社債

② 繰上償還日 平成21年７月24日

③ 繰上償還事由 本社債の社債要項７

（Ｅ）に定められた社債

権者のプットオプション

の行使による

④ 繰上償還の内容

 償還前残存額面総額 23,000百万円

 今回の繰上償還総額 19,950百万円

 償還後残存額面総額  3,050百万円

 
３．多額な資金調達
当社は、平成21年７月15日開催の取締役会決議に基づき、

下記内容の資金調達を実行しております。
（1）当座貸越契約による短期借入

① 借入先 りそな銀行　他９行

② 借入金額 総額8,150百万円

③ 利率 年利0.910～1.070％

④ 実行日 平成21年７月31日

⑤ 返済期限 平成21年９月～10月

⑥ 担保 なし

⑦ 資金使途　
転換社債型新株予約権付社債

の繰上償還

（2）コマーシャル・ペーパーの発行

① 引受先 三菱東京UFJ銀行　他４行

② 発行額 総額9,500百万円

③ 利率 年利0.346～0.900％

④ 実行日 平成21年７月29日

⑤ 期日 平成21年10月

⑥ 担保 なし

⑦ 資金使途　
転換社債型新株予約権付社債

の繰上償還
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前事業年度
（自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日）

当事業年度
（自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日）

３．社債の発行

(1) 第二十七回無担保社債

当社は、平成20年９月16日開催の取締役会決議におい

て、下記のとおり第二十七回無担保社債を発行すること

を決議いたしました。

① 社債総額 2,000百万円

② 発行価額 額面100円につき金100円

③ 利率 年利1.38％

④ 年限 ５年

⑤ 償還方法 定時償還

⑥ 払込期日 平成20年９月25日

⑦ 資金使途　 設備資金　

(2) 第二十八回無担保社債

当社は、平成20年９月16日開催の取締役会決議におい

て、下記のとおり第二十八回無担保社債を発行すること

を決議いたしました。

① 社債総額 2,000百万円

② 発行価額 額面100円につき金100円

③ 利率 年利1.24％

④ 年限 ５年

⑤ 償還方法 定時償還

⑥ 払込期日 平成20年９月30日

⑦ 資金使途　 設備資金　

(3) 第二十九回無担保社債

当社は、平成20年９月16日開催の取締役会決議におい

て、下記のとおり第二十九回無担保社債を発行すること

を決議いたしました。

① 社債総額 1,500百万円

② 発行価額 額面100円につき金100円

③ 利率 未定

④ 年限 ５年

⑤ 償還方法 定時償還

⑥ 払込期日 平成20年９月30日（予定）

⑦ 資金使途　 設備資金　

－

㈱ドン・キホーテ（7532）平成21年６月期　決算短信

－ 78 －



６．その他

(1）役員の異動

　①　代表取締役の異動

　　　該当事項はありません。

　②　その他の役員の異動

　　・新任取締役候補

　　　　取締役　　　大　原　孝　治　（現　日本商業施設㈱　代表取締役・㈱リアリット　代表取締役）

　③　就任予定日

　　　平成21年９月25日

(2）その他

該当事項はありません。
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